

期日：平成２６年５月３０日（金）

場所：鶴岡市朝日庁舎　大会議室

平成２６年度　第１回　朝日地域審議会　会議録

○　日　時　：平成２６年５月３０日（金）　１３時３０分から１５時３５分まで

○　会　場　：鶴岡市朝日庁舎４階　大会議室

○　出席委員：敬称略・五十音順
安達幸恵、五十嵐大輔、五十嵐英紀、井上時夫、工藤悦夫、今野継子、佐藤泉三、
佐藤正、佐藤宥男、佐藤芳彌、松本壽太、渡部嚴、渡部力雄
· 欠席委員：敬称略・五十音順

大滝清策、齋藤源之助、佐藤照子、清野一女、清野清、難波一之、渡部小枝
· 市側出席職員

【庁舎】朝日庁舎支所長、総務企画課長、市民福祉課長、産業課長、産業課主幹、
南部税務事務室長、南部建設事務室長

総務企画課職員

【本所】企画部地域振興課地域振興専門員
１.　開　　会

２.　あいさつ
３.　協　　議
（１）平成２６年度予算および主な事業の概要について

（２）今年度の地域審議会について（概要）

（３）地域審議会の任期について

（４）その他

４.　その他
５.　閉　　会

1.　開　　会　１３時３０分　(進行　総務企画課　佐藤課長)

役職員変更にともなう委員の交替について説明（総務企画課　佐藤課長）

委嘱状の交付（朝日庁舎　宮崎支所長）
2.　あいさつ　　

○　佐藤芳彌会長

○　宮崎清男朝日庁舎支所長

３．協議

○　佐藤芳彌会長

さっそく協議に入らせていただきます。

（１）の平成２６年度の予算及び主な事業の概要について、それぞれ関係する課から説明をお願いし、後で委員から質問をいただければと思います。

それではお願いします。
（１）平成２６年度予算及び主な事業の概要について

説明：佐藤総務企画課長
渡邊市民福祉課長

佐藤産業課長

阿部産業課主幹

伊藤南部建設事務室長

○　佐藤芳彌会長
市の大きな基本的な考え方から、それぞれの担当する課長から朝日庁舎の主要事業の説明いただいた。特に昨年まで提言ということでいろいろ要望し、関連するところもまとめて質問、意見をお願いします。
○　佐藤正委員

　消火栓ボックスのホース更新の関係は、今の説明には触れていないが、どういう考えなのか確かめておきたい。
○　佐藤芳彌会長

　消火栓ボックスの関係で。
○　佐藤総務企画課長

かつて消火栓のボックスの更新ということでいろいろと要望がだされていましたが、大きい集落だと自己負担でそれなりに購入できるが、小さい集落だと負担もかなりかかると聞いています。昨年度までは自主防災事業の補助金があり、それらを使いながらということでしたが、それについても自己負担が伴うということでした。それで今年度からはいろいろな加算がついております総合交付金ということで交付される予定になっています。その中で各集落の防災設備についても対応していただきたいということですので、ご理解をお願いします。
○　佐藤正委員

　総合交付金の説明の時に、消火栓ボックス内の設備までというのは説明はなかった。確かに、今回の総合交付金で一部減額になった大きい集落もあるが、ほとんどのところはかなりの増額になっているが、そもそも周辺の地域というのはそういった手立てをしないと同じような生活水準は維持できなくなるわけで、そういった意味ではよかったと思うが、消火栓ボックスのホースの更新とは意味が違うと思う。消火栓の設置は当時合併前に行政の責任で設置したものであって、それを集落で管理するということで雪囲いなどはしますが、そういう趣旨のものであって責任をもって消火栓ボックス内の機材についても更新してもらわないと、総合交付金で賄ってくださいと言われてもそれは筋が違うのではないかと思うので、今の話は総合交付金の説明では聞いていなかったと思う。
○　佐藤総務企画課長

総合交付金におきましては特に使途を指定した交付金ではないということで説明を受けておりまして、その中で加算的には自治公民館の維持管理加算ですとか自主防災組織の育成事業加算などがそれぞれ含まれているとお聞きしております。消火栓設備のホース等についてもいろいろ要望されていたという経過はお聞きしております。当初朝日村時代には行政で整備をしたということでしたが、合併後には各種補助金を使いながら整備をしていただきたいということで、ボックスについても電源立地事業で一斉に更新をした経過もあります。その後の対応についてはそれぞれの自治会等で管理をお願いするということで、この交付金を生かしながら地域でのホース等の更新を年次的に行っていただくようお願いしたい。
○　佐藤正委員
総合交付金に自主防災の関係は確かに加算はあるが、資料を見ないといくらになるか分からないが、恐らくわずかの額だと思う。そういった経過からしても、朝日の消火栓ボックスの更新の関係は全く検討していないということか。
○　佐藤総務企画課長

消火栓ボックスの更新についてはかなり整備されていることもあり、今後ともということについては、財政事情等もあるので検討させていただきたい。
○　佐藤正委員
整備されているというのはどこからきているのか。
中のホースが何割も更新になっているということか。

○　佐藤総務企画課長
整備については消火栓ボックスを電源立地交付金事業で整備をし、中のホースについては総合交付金の中でそれぞれで処理して計画的に購入していただきたい。
○　佐藤正委員
ボックスはどうでもいいし、全部で２０１基整備したのはわかるが、中のホースと一緒でなければ意味も無いし、実際散水状態のホースでは使えないわけで、誰も１年で全部やってくださいと要望しているわけではないので、何年かかけても少しずつ更新するそのための検討する考えはないのか。
○　佐藤総務企画課長
市の総合交付金についてかなりの手厚い対応が出てきたということから、この金額の中でそれぞれの集落でホースの購入については計画的に、一気にというとかなりの額になるかもしれないので、計画的な予算措置をしながら購入していただきたい。
○　佐藤芳彌会長

この問題については提言書を作る段階でかなり話題になりました。この話題に関連して質問お願いします。英紀君、消防の関係で何かありましたら。
○　五十嵐英紀委員

消火栓ボックスの中のものに関して、何年か前に中のものをチェックをし、更新になっているところは更新になっていると思います。なっていないところはどのくらいあるのか分からないが、朝日地域全体の消火栓ボックスの中身については全部調べさせたという経緯があったかと思う。自治会内でもやった覚えはあるし、昨年あたりに自治会内の消火栓ボックスについて自主防災会と確認しましたが、ボックスの中身についてはほとんど新しくなっていました。ほかのところは分かりませんが。
○　佐藤芳彌会長

消火栓ボックスの現状の把握状況はどうなっているのか、そこを把握したうえで、正君が心配しているのは、旧朝日村時代は消火栓の設置は初期消防に重要ということで設置されてきた。ボックスとホースが一体でないと意味がなく、それがすべて総合交付金に算定されたという説明だったが、これからいろんなものがその対応で処理されると大事なものがどこかに行ってしまうという恐れがあるのでは、ということを含んでの質問だと思うし、現状をしっかり把握し、この問題に対する行政の対応を検討できればと思います。
　そのほか。
○　五十嵐大輔委員
鶴岡市のことと朝日庁舎のことで別々に言わせていただきたい。

朝日の内容で、アマゾン自然館が閉館したが、今後の施設の使われ方についてもっと早い段階で話が出てきて今年度の予算に反映させるくらいの感じでないといけないと思い、単純に使われなくなったから減額されました、というところだけ話しがあり、今後の話が盛られていなかったので、もっとスピードを上げてやらないと、ただの箱のものにしておいては博物村全体の集客も落ちるし、せっかく加茂水族館もオープンするところで交通量も一気に増えてくると思うし、何もない状態でただ通り過ぎられるともったいないので、いち早く予算をつけ、どこに委託し誰がやるかにもよるがアマゾン自然館を早く利活用して欲しいということ、旧朝日村は山口先生にはいろいろとでお世話になってきたわけで、収蔵していた文化財や展示物を保管する場所などなくなってきてという中で、例えば廃校になった学校を保管場所に貸したり展示場所にするとかできないのか、とかもう少し考えてもらいたい。鳥獣被害の件ですが、自分の家の周り、越中山とか谷口でもサルの出没する量がここ数年でかなり増えてきて、柵とか巡回などに予算はついていますが、これは以前からずっと同じような予算が金額が多少変わっても継続してきているが、基本的に鳥獣被害が増えても減っていくことはなく、今後の大幅な見直しや、鶴岡市は森林文化都市を推進していて、森の散歩道の整備などの記載はありますが、散歩道を整備しても森林文化都市と鳥獣被害を組み合わせて考えていかないと、森林文化都市なのに鳥獣被害は増えている、というのは格好も悪いし、実際皆さんも困っているので、そういったことをセットで考えてもらえるような取り組みにしてもらえたらと思います。

昨年度で任期が終わっているものですが、市の広報紙の中にも、合併特例債を可能な限り活用してとあるが、昨日の新聞ではまた文化会館建設の入札がだめだったということがあった。今後入札の金額が上がるという方向になると思うが、技術的な問題があるというのは委員会の中でずっと分かっていて、その中でもただ市長が決めたのか、事務局である教育委員会が決めたのかは分からないが、また金額だけ増やし合併特例債だからいい、みたいな感じですが合併特例債に対しての考え方が甘いというのと、期間が５年間延長されるからどうだとかではなく、国が借金するのを肩代わりするということは市としては楽になると思うが、全国のほかの地域でも合併特例債を使い、結局国の借金は増えていき借金をうやむやにしているだけの特例債であるので、ここに書いてある特例債を可能な限り活用してという表記は、感覚が甘いと感じた。だからどうしようということではないが、それを使っていろいろ整備に取り組むということが書いてあるが、お金をシビアに考え国と市とのお金ももう少し大きく見て考えて使って欲しいと思う。これはまず３０年後４０年後５０年後とかの自分たちの子孫の借金がどんどん増えていくわけで、自分たちの代では問題ないと思うが今後の借金はだれが返すのか、というところまで考えて特例債の判断をしてほしいと思う。
　これから廃校が朝日大泉、大網とおきるわけで、この前ＮＨＫで廃校が招いた過疎という特集をやっていたが、廃校に対しても多少の予算とかは記載してあったと思うが、ほかの地域ですでに廃校が過疎を招いているというのは現実的に数字でも出ているので、廃校に対しての取り組みの予算や取り組み自体の数や質をもっと増やしていかないと、朝日の中でも過疎地域はどんどん増え、合併してから朝日単独の数字というのは見えにくくなっているが、子供が減っているのは目に見えているし、廃校に対しての予算や取り組みももっとしっかりしてほしいと思う。
ふるさと納税の記事がこの間の山形新聞に掲載されていたが、鶴岡市とか山形市が長井市とかほかの小さい地域よりも少なかったということもあり、お返しの品をよくしているからというのは話が出ているが、鶴岡市自体でもそうだが、朝日自体でもふるさと納税に対して独自でできないのか、ということをもっと投げかけていってもいいかと思うし、朝日の産物を外に送ることもできるようになるわけで、そのへんの取り組みというのも小さい行政がいろいろできているのだから、鶴岡市はもっと率先して実行し、ふるさと納税の金額を増やしてほしいと思う。

予算案の中には記載がなかったが、公益大とか山大や芸工大など、公益大だと知の拠点という活動、芸工大だと出張講座のような形で新しくできたコミュニティデザイン学科が地域に対して接点を作り始める活動を増やしているので、その取り組みに接点を持てる予算や取り組みを増やしてほしいということで、これは提言のようになるのですが、そのへんも盛り込んでほしい。
○　佐藤芳彌会長
最後に提言、その前に質問ということでいただきました。質問は３つ、博物村の現状や活用からおねがいします。

○　阿部産業課主幹
ただ今五十嵐委員さんからその通りのご指摘をいただきました。ご承知のとおり月山あさひ博物村を構成する施設、複合施設になっていますが、アマゾン自然館だけではなく山ぶどう研究所、トンネルピット、文化創造館、古の里大梵字、付帯施設として吊り橋や駐車場、トイレなど、これらを合わせて月山あさひ博物村ということで２３年間やってきました。平成２３年の行政改革の大綱で、アマゾン自然館については廃止、山ぶどう研究所については民間譲渡もしくは貸し付け、トンネルピットについても民間譲渡もしくは貸し付け、古の里が民間譲渡もしくは貸し付け、文化創造館が機能の見直しというそれぞれ違った観点から行革の大綱が出まして、そのなかで非常に四つ五つの施設がうまくお互いに整合しあって助け合いながらやってきたのが道の駅月山あさひ博物村でした。そのなかで３年間鶴岡市としてもアマゾン自然館の今後の再利用について計画を立ててきましたが、山ぶどう研究所、民間譲渡という方向ですが、あまりにもモノが大きすぎて大きな機関の中で決定をしていかなければならず、これらとの整合が非常に時間的に長く要したという観点から、アマゾン自然館の再利用という、廃止とともに工事をして、例えば２７年夏前にはオープンするというような形の素案が出せなかったというのが実態です。今現在、概ね大きなところは徐々に決まってまいりましたので、近々市民の皆様方にもその内容についてお話しする時期が来るのではないか、来なければならないと考えているところです。
それから山口先生の資料の関係ですが、こちらについては鶴岡市としてお借りしたもので、出羽庄内国際村の中を改造し、博物村の民族自然資料も含め今後３年間は国際村に保管をするということで所有者とも意思決定をなされております。その間にアマゾンの民族自然資料を引き受けてくださる方を探しているというのが実態です。所有権はすでに山口さんにありますが、ただ３年間は鶴岡市が相手方が見つかるまで国際村で預かるという形になっていますので、ご了承願います。廃校利用や展示場所等ありましたが、資料そのものが非常にデリケートなため、空調や除湿等管理をした場所でなければならないという判断から、山口先生と了解もとでの国際村での保管ということになりましたので、よろしくお願いします。
○　佐藤産業課長
鳥獣被害の関係で事業の見直しですが、こちらに３点ほど記載してありますが、５月１２日に鶴岡市鳥獣被害防止対策協議会の総会が開催され、今後の駆除の計画や被害の軽減策等が話し合われ、数字的にも高いものを目指していますし、今後とも国の動向等を、新聞紙上でも保護から駆除の強化という論点で記載があり、それらを念頭にこれから見直し等についてもなされるのではないかと推察されます。また、サル等の活動範囲や規模、被害状況の詳細等につきましては専門機関に委託という形でお願いし、１年間かけ調査する予定です。
○　佐藤芳彌会長

最後に貴重なご提言、合併特例債の件ですが、文化会館の入札の不調をテレビで取り上げておりましたが、状況も含めて答えられる範囲でお願いします。
○　宮崎支所長
文化会館の新聞報道の内容については庁舎でコメントする立場ではないので、それは控えさせていただきます。合併特例債の話が出ましたが、合併特例債にとどまらず、従前からの有利な起債という表現で、合併前の旧朝日村では過疎債や辺地債など、後年度負担する際に８～９割が交付税に算入される起債を活用しながら道路あるいは公共施設等の整備をしてきました。そういったことからすれば合併特例債についても発行の期間が限定的なもので、過疎債についても基本的には発行の期間が限定され、期間を更新するたびに延長という形で現在まで継続していますし、併せて使う内容につきましても従前は社会基盤整備の部分がほとんどで限定されていましたが、現在ではソフト事業に、例えば集落支援員の配置や振興ビジョンの実践、それらについても過疎債を活用しながら事業を実施しています。合併特例債についても発行期間が限定されなおかつ発行した起債は償還するわけだが、その償還の際に地方交付税に償還の原資として算入されるという、１自治体からしてみれば非常に有利な借金といえます。五十嵐委員がおっしゃられる通り自治体の借金が広く言えば日本国民の借金であるという観点も当らずとも遠からずと感じるが、自治体がそれぞれ独立性をもって財政を運営するということからしたときに、補助金であっても元をただせば皆さんからいただいている税金がもとになり形として補助金という形で各自治体に交付され、それが起債の場合は後年度に長期の年度にわたっての補助というような考え方にもできるかと思います。鶴岡市はあくまでも日本全体を見なければならないという観点がないとは思わないが、一義的に市民の後年度の負担を少なくするか、財政的に将来も健全性を保つために起債であっても有利な起債を活用させていただき、市民の負担は極力少なくというような考え方の中での財政運営がされて当然ではないかと考えます。合併特例債についてはそのような考え方で広報にも掲載されているとおり非常に有利な起債であるということで、積極的に活用しながら社会基盤の整備に努めたいと考えています。

○　佐藤芳彌会長

五十嵐委員の３つの質問に答えていただきました。提言としての廃校、統合が進んでの廃校の利用、ふるさと納税の朝日からの発信、山大や公益大などといろんな知能との接点をという提言がありました。追加しての質問あれば。なかったらこの点に関連してほかに。
○渡部嚴委員
説明あった中のＮｏ．９、集落支援員設置事業、それから１０番の地域おこし協力隊、１１番の集落活性化事業と地域にとっては直接的な関連の中で非常に大事な事業です。このほかに職員の地域担当制が去年からできて、それぞれの役割分担というかどういうものを目指して、最終的にはそれぞれの事業を活用しながら一つのものを目指していくということであると思うが、地域担当制も含めてどのような集落機能を目指して、この過疎地における集落を目指しているのか。
先ほどから角度は違うがいろいろな形で質問があったが、鶴岡市も中でも温海・朝日は非常に人口減少が激しい地域であり、公共施設等の統廃合もどんどん進んでいる。ある意味では過疎に拍車がかかっていると思うが、現実的にはどうにもならない状況である。先ほど総合交付金の話があったが、算定基準には戸数割があると思うが、戸数が少ない地域ほど公共施設地域が散在し、消火栓も多い。一つの消火栓を１０戸で維持するのか１００戸で維持するのとでは全然違うわけで、担税能力も含めて果たしてこれでいいのかと思うわけです。どういう集落を目指し、支援員なり地域担当制なり地域の過疎対策事業などあるが、どういう地域を目指そうとしてこれから市として取り組んでいくのか、朝日地域としてどのように考えているのか。
○　佐藤芳彌会長

地域のコミュニティということで、集落支援員とか協力隊とか活性化事業とか職員担当制などいろんな事業があり、どういう地域を目指しているのか。
○　佐藤総務企画課長

地域おこし協力隊については今年度で２年目になります。集落支援員の設置については大鳥地域、大網地域の各集落に組織を作り自治会との打ち合わせ等を行い、集落自らが地域ビジョンを作成し、そのビジョンに基づいた事業を実践し集落活性化事業を展開していくと、これらについてはあくまでもモデル的ケースを想定したもので、本来であれば朝日全地域に対応すべき事業であるが、その成果なり中身等をいろいろ住民と一緒に協議をしながらそこの地域が本当に維持し発展していくための事業等はどのようなものがあるのか、ということで地域の課題の整理をしながら今後の発展に向けて事業に取り組んでいます。この事業につきましても集落ビジョン作成後三年間の期限付きの事業になっており、その後については自立を目指した活動を進め、さらにはこういった事業をモデルとして他の地域においてもそれぞれの地域ビジョンを独自に作成するなど地域の振興策のあり方を考えていければと思う。
地域担当制については昨年度から地域担当制を始め、朝日地域には全集落に１名ないし２名の職員が配置され、旧の地区公民館単位においては班長を中心とした一つのグループを組織しています。地域自治会自体の課題解決または行政からの諸連絡、地域内や自治会等で困っている部分について、担当課・担当者を通しながら横断的に事業の説明なり連絡をするということを行い、昨年度については初年度ということもあり、顔見せと事業の趣旨等の理解をしていただくために各集落に出向いた。今後はその集落においていろいろな課題を探るべく地域に入りたいと考えている。
地域おこし協力隊については今年度２年目となり、１年の任期で最長３年までということで、隊員が将来この地域に永住できるような仕組みづくり、起業活動等についていろいろ考えて実践していただき、また本人たちもいろいろ工夫等をしていますし、鶴岡市としてもこれらの活動を支援していきたいと考えている。
自治会等の交付金においても、地域加算、小集落加算等があり、従来の駐在員報酬＋行政交付金と比べ朝日全体で約４００万円の金額が増加になっており、このようなお金をぜひ集落で生かしながら地域活動・自治会活動をしていただきたい。
　
○　佐藤芳彌会長

いいですか。そのほか。
○　井上時夫委員

１１番目に集落活性化事業があるが、事業実施の対象になっている集落でなかなか年間計画が決定しないためか補助金も一斉に交付決定にならず、しかしながら花植えは早くから始まるので、集落の会計から借りながらやっているので、もう少し早く交付決定、事業認可される方策を取ってもらいたいと思う。次にＬＥＤの防犯灯の整備について、整備すると電気料というのは交付金で払うのか。集落でも防犯灯を暗い、心配だということで設置してきたが、今は家が減ってきて見直しも必要だということで２～３回は見直しをしたがまだ不要なところがあるので、無駄なお金を使わないように計画を立ててやってもらいたい。
鳥獣被害対策事業ということで、昨年６月に集落で１０人ほど参加し鳥獣被害対策協議会を作ったが、いろいろ役に立ち大変勉強になったと思っている。以前に被害があり防止策をとりいくらかはよかったと思ったが、前の状況（結果？）が分からず比べようがなく、今も自分たちでやっているが、また補助の対象になるかどうかお願いしたい。花火も去年もいただいたがあまり多くなく、今年はどのくらいになるのか。この前自治会長に、今もう（サルクマが）でてきているので早くもらったほうがいいということで話をしたが、そのへんもお願いをしたい。猟銃を持つ費用助成だが、それも年齢の制限があるのか。自治会でも２人ほどやりたいという人がいるが、どの部分に当てはまるのか教えてもらいたい。
去年小網川に木が生えて周りの水田に邪魔になるということで要望を出したが、川の流れには支障がないという回答だった。実は過ぎた冬に雪が大量に降ったのでその柳の木が田に覆いかぶさり、自分の田の畦に覆いかぶさり切れるのは切ったが、自分たちで倒していいのかどうか、河川敷地のため、川の水の流れは確かに支障はないが、我々が要望を出したのは水の流れのためではなく農業するに支障があるということで出したのだが、もう一度見て対応してもらいたい。
○　佐藤芳彌会長

４つの質問がありました。活性化事業、防犯灯、鳥獣被害対策、川の支障木の対応とありました。担当の方の答弁をお願いします。
○　佐藤総務企画課長

集落活性化事業については、それぞれの地域の中で検討された事業に取り組むということで、出来る限りご要望に沿った事業を展開していきたいと考えているが、助成金となることからいろいろ縛りが出てくる部分もあるかと思うが、その部分についてはできる限り対応できるよう本所担当課に伝えます。事業の実施時期についても補助金の関係上決定前の事業着手という部分も制限されており、そのへんも地域の実態に合わせながら参加できるよう要望していきます。
ＬＥＤ化について、今年度実施する防犯灯のＬＥＤ化については現在設置されている集落負担の防犯灯のＬＥＤ化です。電気料金についてはＬＥＤ化にすればかなり安くなり、器具の耐用年数もかなり長いということです。現在の防犯灯については総合交付金化により、器具の大きさの単価でそれぞれ助成をし、来年度以降ＬＥＤに代わってもその対応については、単価自体は変わるがそれぞれ助成していく方向です。
○　佐藤産業課長
集落での地域活動の支援事業ということで協議会を作ってご利用いただき、好評いただいている声もありました。４４番に含まれ、継続については担当のほうに声をかけていただければと考えます。

花火の配布ですが、あくまでも実証的な取り組みとして協議会が行っているということで、必ずしも地域全体に満足のいくような配布とはなりませんが、在庫があれば配布も可能で、市販品もかなりあるということで、そのへんのご利用もお願いしたいと考えています。
猟銃に関する免許の関係ですが、こちらには具体的には書いていませんが、狩猟免許取得支援事業補助金ということで、補助対象経費の２分の１以内の上限８万２千７百円という支援措置あります。質問にありました年齢要件とか課題ですが、個人の身体やか能力とかに関わる部分の要件について記載されているようで、個人のいかんともしがたい要件まで求めているものではないと解釈していますし、ご理解をいただきたい。

○　伊藤南部建設事務室長
要望に対する質問に対して、川の流れに対しては支障がないと回答したようだが、受け止め方、認識の違いがあったのかと思う。例えば地域で伐採するという場合も河川管理者は山形県になるが、了解等の判断については県のほうでもやぶさかではないかと考えているが、農業的な部分で支障になっているという話という観点で再度現場を歩いて確認したい。県にもその部分についての要望し、改めて現場の確認をさせてもらいたい。
○　井上時夫委員

鉄砲所持のための助成は全額ではないのか
先ほどでは２分の１の８万円ということだが。

○　佐藤産業課長
補助対象経費という縛りがあり、その２分の１以内ということで、上限が８万２千７百円ということでご了解いただきたい。
○　佐藤芳彌会長

そのほか。ないようですので、次に移らせていただきます。
（２）（３）関連がありますので今年度の地域審議会、委員の任期について、事務局の説明をお願いします。
○　佐藤総務企画課長
（２）今年度の地域審議会について（概要）

（３）地域審議会の任期について

一括して説明
○　佐藤芳彌会長

（２）（３）の地域審議会の概要、委員の任期についてお願いも含めて丁寧な説明がありました。
ご質問、ご意見ありましたらお願いします。
○　渡部嚴委員
地域審議会はある意味では市政を住民に知らせるということ、住民の意見を聞くという場の役割を果たしてきて、来年の３月３１日まではこの制度ということだが、それ以後について行政の広報広聴活動がどのような形で進められるのかということを最終の審議会でもいいと思うが、来年からこう進めていきたいという市の方針、もっと前の段階であれば審議会の意見を汲み入れることも可能かと思う。地域審議会のつくるときにも第３条に、単なる市長の諮問機関ではだめだということで、２項に審議会は必要と認める事項について市長に意見を述べることができる、と特別に加えさせてもらった条項がある。住民の意見を吸い上げ、市政を住民に説明して協力理解を求めて行政施行していくことの、これに代わる手法をどう考えていくかということも後ほど意見を聞かせていただければありがたい。
○　佐藤芳彌会長

いろいろ９年間果たした役割であって、それを新しくつなぐべく今の段階の考え等あれば。
○　佐藤総務企画課長

現在の状況について、合併協議会は設置期間が１０年ということで限定されている。合併特例債の期間も５年間延長になり、地域の審議会が市長への提言等々の重要な地域住民の意見の反映の場であると認識している。この１０年を超えた来年３月３１日以降の対応については本所でもそのへんを踏まえて検討する意向で、委員の数、構成メンバー等については今年中に検討し提示したいと考えていますので、ご理解をお願いしたい。
○　佐藤芳彌会長

その方向についても委員の皆さまもどうあればいいか、頭の中で整理してこの次の会議でご意見をいただきたい。
なければ（４）その他で、委員から何か。なければ事務局から。

○　佐藤総務企画課長
では長い時間の協議、ありがとうございました。いろいろな貴重な意見をお伺いし今後の施策等に役立てていきたいと考えております。それでは次第の４その他についてご意見等ございませんでしょうか。事務局のほうからはございません。
○　佐藤宥男委員

この間からチャレンジデーということで防災無線でしきりと参加を呼び掛けていたが、今日山形新聞をみて山口市より大差をつけて勝ったということで、呼びかけたら結果があるようなものは防災無線を生かして報告等してもらえたらと思いました。
○　佐藤総務企画課長

ありがとうございます。チャレンジデーの件につきましてはご存じのとおり鶴岡市が４７％、山口市が３５．９％ということで２年目にして勝利をしたという結果で、山形新聞にも載っていました。私どもに来たメールも直接の時間で見たわけではありませんが１１時過ぎには庁舎のほうに報告が来ていたようです。その時間で一斉放送というのは夜中でもありますし、どうなのかと思いますが、確かにご指摘のとおり参加されたいろいろ要望しながら参加していただいた経過もございますのでそれらの報告についてはどのような方法があるのか今後検討させていただければと思います。これからもよろしくお願いします。
そのほかないでしょうか。なければ平成２６年度第１回朝日地域審議会を終了したいと思います。長時間にわたりありがとうございました。以上で終わります。
平成２６年度
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